




















1.課 題 の 設 定
所得階級別によって高等教育在学率 ・進学率にはどの程度格差があるかとい う問題は,そ
の重要性にもかかわ らず,必 ずしも明確になっている訳ではない。所得階級別大学在学率を
推計するための最 も詳細な,しかも長期にわたる資料 として,文部省高等教育局(大 学局)
学生課に よる 「学生生活調査」がある。この調査は1940年代に始まり,1959年からは2年 毎
に行なわれてきた。現在の方式がほぼ定着するになったのは,1965年前後からである。その






過程において,こ の調査はサンプルにやや問題があ り,と りわけ国立大学の場合,低所得層
が過大に代表 されているのではないかとい う疑問が提起 された2)。そのことも多少関連があ
るのかも知れないが,高 等教育機会に関連する資料としては,少 な くとも専門家の間では,
以前ほど注目されな くなっている。最近では,む しろ総務庁(総 理府)統 計局 「家計調査年
報」に依拠した数値が使われることが多 くなっているようである3)。しかし,「 学生生活調
査」の結果は,昭和60年版 ・国民生活白書に引用 された り,臨時教育審議会資料 として利用













る。筆者はこれ まで,こ の資料に対して,所得階級別高等教育在学率の推定の手がか りとし
ては,ど ちらかといえぽ消極的な態度をとってきた。しかし,ど のような調査にも多かれ少
なかれ問題点は存在するのであ り,完全無欠な調査はあ りえない。 「学生生活調査」の欠点
のみを強調して,そ の長所を無視す るのはフェアとはいえない。 「学生生活調査」の特徴は,
サンプル数が大きいこと,性別や昼間部 ・夜間部別のデータが利用できること,自宅外通学
者が算入されていること,調査目的に対応してい くつかの関連項 目が調査されていることな









切であ り,他に代わ る方法もないため,そ れ以後も踏襲されている。さらに,長 期的な変化
を比較するために,それ以前の結果についても同じ操作を施 した結果が報告されてお り,そ
れ らを接続させてい くと,1968年までさかのぼることができる。ここで依拠するのは,大 学
昼間部(短 期大学は含 まれない)学 生に関して,上 記の方式によって文部省が算出し公表し
た比率である。 この操作の特徴は,世 帯主年齢45-54歳の世帯について,年 間収入五分位階
級区分を新たに行 うところにある。この区分点の推計は文部省が独自に試みたもので,総 務
庁(総 理府)が 発表 したものではない。一般にこの年齢層において収入は ピークに達するの
で,全 世帯の年間収入を五区分した場合よりも,こ の年齢層の収入階級区分点はかなり上位
に設定 され ることになる。以下の分析はこの区分点と文部省が公表している比率を主として
利用す る方針をとるので,高 等教育機会の うち大学(4年 制)教 育機会だけに限定している。




が重要であることは言 うまでもない。この限定は大学在学率の変動過程だけを とくに取 り出
して,詳 しく検討するために他ならない。
最初に,以下の分析の基礎 となる区分点を整理しておく。なお,筆者が計算により確認し
たところでは,こ の推計区分点は 「家計調査年報」 付表 ・年間収入階級別世帯分布(全 世













































1976年第1五 分 位214.9万 円未満




1978年第1五 分位263.7万 円未 満
第2五 分位263.7-359.8万 円
第3五 分 位359.8-457.9万 円
第4五 分位457,9二592.9万 円
















3.年 間 収 入 五 分 位 階 級 別 在 学 率 の推 計
「学生生活調査」報 告書(文 部省大学局学 生課編 「厚生補導」,現 在 は高等教 育局学生課
大学教育機会の変動過程 227・
編 「大学 と学生」に掲載 されている)か ら,45-54歳の世帯主の収入階級区分別学生数の比
率(大 学昼間部)に ついての結果を整理すると,表1～ 表4の ようになる。 この調査は隔年
に実施されてお り,実施されなかった年については前後2年 の中間値を もって埋めることに
している。この操作はやや便宜的とい うそしりは免れないが,毎 年約1/4ずつ交代してい く
大学生の構成を考慮すれば,む しろ合理的で適切な仮定であると考えることもできる。なお,
以下の表において国立,公 立,私 立,全 体のそれぞれに付された ローマ数字は,設置者別に
対応する年間収入五分位階級を示す。
注目されるのは1968-84年の間に,明 確な変化が生じていることである。第5五 分位階級










確であることは,設置者別在学率を合算した結果を,在 学者数 と該当年齢人 口から別に算出
した大学全体の在学率 と照合しても,誤差はほとんど0.3%の範囲内におさまること痘・らも
確認できる。この程度の誤差は4捨5入 によって も生じうる。その意味では,在 学率推計値
は相互に整合的になっているとみることができる。
この在学率推計結果をさらに 「現実」に接近させるために5),スムーズ化(smoothing)
を適用してみよう。 ここで用いるのは,3RSSH,Tとよぼれる移動(走 査)中 央値法であ
る6)。表13～表17は,この結果を示したものである。ここでは,表9～ 表12とは異な り,年






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































大学在学率を推定す る目的に 「家計調査年報」のデータを転用す るには,サ ンプル規模がや
や小さいことである。 さらに,第 三に,大 学在学率の推計において 「家計調査年報」の付
表 ・年間収入五分位階級別世帯分布(全 世帯)の 学校種別在学者数に,全面的に依拠 してい
る点である。 この数値は,定 義に よれぽ,調 査対象世帯に同居している在学者(自 宅通学
者)に ついてのものである。とりわけ大学(昼 間部)の 場合には,こ の自宅通学者について
の比率を在学者全体の比率とみなすと,低所得層の過大推定,高 所得層の過小推定となる。
その理由は,自宅外通学は自宅通学に比べて多額の費用を要するので,自宅外通学者を出す
世帯の方が,平 均的にみると収入水準が高いと考えられるか らである。したがって,こ の在
学率推定値が,低所得層の過大推定,高 所得層の過小推定になっていることを前提 として利
用する限 り,問題はほとんど生 じない。 もちろん,こ のような仮定の故に,所得階級別在学
率の推計がどの程度 「現実」か ら離れることになるのかについては,検 討を要する。
別の機会に,筆 者は次のような試算を行なってみた。すべての所得階級において,「遊学
仕送 り金」(1970年から,それまでの 「仕送 り金」は 「遊学仕送 り金」 と 「他の仕送 り金」
とに分離 された)が 同額であると仮定すれば,「 遊学仕送 り金」の所得階級別シェアを自宅
236
外通学者の所得階級別シェアとしてよみかえることができる。その比率を用いて,高等教育
(大学お よび短大)の 在学率について,自宅外通学者を考慮した補正が可能 となる8)。その
結果,予 想通 り,高等教育在学率全体として数%の 過大(過 小)推 定が存在するが,変 動パ
ターンは変らないことが明らかになっている。
ここでは,低 所得層の過大推定,高 所得層の過小推定になっている 「家計調査年報」に よ
る大学在学率推計(自 宅外通学者を補正していない)を,「 学生生活調査」に基づ く大学在
学率推計とを対比してみよう。重要なのは,低 所得層の在学率の過大推定,高 所得層の過小
推定にもかかわらず,依 拠する資料が異なると,在学率の推計にどれだけ大きな差異がみら
れるかとい うことである。表18～表20は,大学全体,国 公立大学,私 立大学のそれぞれにつ
いて,在 学率推計を対比してみたものである。 「家計」は 「家計調査年報」に基づ く推計値,
「学生」は 「学生生活調査」に基づ く推計値を示している。ローマ数字は年間収入五分位階
級を意味す る。例えぽ,「 学生1」 は 「学生生活調査」に基づ く第1五 分位階級の大学在学
率推計値を意味する。 いずれの推計値についても,3RSSH,Tによるスムーズ化を行なっ



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































じ対象を測定しているとい うよりは,相 当部分は重複するが,む しろ異なる対象を測定 して




全員(本 人の父母 と生計を共にしているとい う意味で,一般の世帯 とは多少異なる)の事業




2か月目に,過 去1年 の世帯収入を 「年間収入調査票」によって自計調査す ることになって
いる。家計調査の標本は,毎 月1/6ずつ交代しながら,6か月継続 され るかたちをとってい
る。したがって,年 間収入はその年度のデータとはいえないし,逐次 とりかえられているか
ら,厳密なものでもない。その結果,区 分点自体がかなり流動的であり,しか もそれは現実











第二に,サ ンプルの偏 りの可能性について,検 討 して お こ う。 「学生生活調査」は 「大
学 ・短期大学の別,昼 間部 ・夜間部の別,設 置者の別に従って,それぞれ抽出率を定めサン































































低下 ・停滞の過程において,第1五 分位階級の比率,そ の選抜度指数,さ らに推計大学在学










「学生生活調査」報告には,1970年か ら大学昼間部について 「世帯区分別 ・家庭の収入階
級別学生数の割合」が,設 置者別に掲載 されている。この資料を利用して,各 年の収入階級
別学生数の割合を年間収入五分位区分点(世 帯主年齢45-54歳の世帯)に よって分割すれば,
世帯区分別 ・年間収入五分位階級別学生数の割合を算出することができる。その結果,法 人








分位 と第5五 分位(い ずれもスムーズ化を行なっている)につい、てのみ表示すると,表21a
お よびbの ようになる。例えぽ,1970年における年間収入第1五 分位階級に属する学生数の
割合は14%であるが,そ れは勤労者世帯6.2%,個人営業世帯2.9%,法人経営 ・自由業世帯
第21表a世 帯区分別学生の比率 第1五 分位













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































%,法 人経営 ・自由業世帯0.6%,農林 ・水産業世帯1.7%,その他0.9%から構成されるこ
とにな:る(表22a)。
これらの表によれば,「学生生活調査」による在学率推計と 「家計調査年報」による在学
率推計とが くいちが うのは,農 林 ・水産業世帯を含めていないためであるとい う説明は,か
第23表a世帯区分別大学在学率(国立)の分解 第1五分位











































































































































































































































































































































































































































な り妥当す ることがわかる。 とくに1970年代における国立 大 学 の場合には,「家計調査年
報」に基づ く在学率推計 とのずれの多 くは農林 ・水産業世帯を含めていないためであるとい
える。 さらに,最近にいたるまで,農林 ・水産業世帯が第1五 分位の在学率を約3%ほ ど高
めていることがわかる。 「その他」(内 容は明らかではないが)を 含めると,年度によって
は第1五 分位の在学率を約5%以 上 も高めていたことになる。したがって,農林 ・水産業世
第24表a世帯区分別大学在学率(私立)の分解 第1五分位
























































































































































































































































































































































































































































上昇を,そ れによって説明することができない点にある。農林 ・水産業世帯が第1五 分位の
比率を高めてきた寄与分は,低 下することはあっても,上昇していないからである。
最近における低所得層の在学率の上昇をもたらしているのは,主 として勤労者世帯および
個人営業世帯である(表22～表24)。もちろん,農 林 ・水産業世帯を除いて,法 人経営 ・自
由業世帯のように高所得層の多い世帯区分を含めて,他 の世帯区分の第1五 分位階級在学率






かとい うもっともらしい仮説は,事 実の一面を捉えているが,そ れだけで変化の全体を説明
す ることはできない。
最近における低所得層の在学率の上昇をもたらしているのは,主 として勤労者世帯と個人
営業世帯であるとすれぽ,問 題はそれが何故 「家計調査年報」に反映しないのかとい うこと
である。 「家計調査年報」においては,都 市階級別に抽出率および調査世帯数の配分数が異
なるが,調 査世帯の抽出率を最大抽出率に統一するかたちで,調i整係数をかけて合算した調
整集計世帯が利用 されている。したがって,都 市階級別抽出率の違いが,影 響している可能
性はさしあた り否定できる。
多 くの大学は大都市およびその周辺,県 庁所在都市を中心 とす る地方都市に存在している。
これらの大学への通学可能地域に住むか否か,自宅から通学可能な大学を選択するかどうか
は,大 学進学の費用,し たがって進学可能性に関連する。大学全体の自宅通学率の変化をみ
ると(表25),1970年代半ぽまで低下してきて,そ れか ら再び上昇する傾向を示す ことがわ
かる。その傾向は,比 率の変化自体はそれほど大 きくないが,私 立大学においてやや明確に
み られる。 この自宅通学率をジ大学所在地別(東 京都,京 阪神,そ の他),設置者別(国 公
立,私 立),性別にブレイク・ダウンしてみると,表26～表27のようになる。全体ではそれ





第25表a大 学自宅通学率(全 国 男) 第25表b大 学自宅通学率(全 国 女)













































































公立大学およびその他の地域(東 京都,京 阪神以外の地方)で は,む しろそれらの傾向とは
反対の動 きもみられる。全体 としての自宅通学率の比率の変化自体がそれほど大きくないの
は,2つ の方向への変化が相殺しあっているためであろ う。
大都市の私立大学において自宅通学率が上昇してきたということは,大 学進学 コス トの上
昇に対する1つ の対応であるとみることができる。 「家計調査年報」は自宅通学者を把握し
ているので,自宅通学者に生じた変化があるとすれば,そ の結果に何 らかのかたちで反映す
る筈である。ところが,「 家計調査年報」に よれば,低 所得層のウェイ トは低下することは
あっても,上昇する傾向はみられない。この自宅通学率の変化は,と くに男子については,
自宅通学者の絶対数がそれほど変 化 しなか ったにもかかわ らず(表28),むしろ自宅外通学
者が減少したことにより生じているとみるべ きであ ろ う。この表は,「 学生生活調査」の
「標本調査の結果を基礎 として,調査対象学生総数(母 集団?)に ついての数 値 を推定 し


































































































































































































第26表b大学自宅通学率(京阪神 男) 第27表b大学自宅通学率(京阪神 女)






















































































































































































第26表c大 学 自宅通学率(そ の他 男) 第27表c大 学自宅通学率(そ の他 女)

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































は,こ のような変化はまった く反映しない。 自宅通学者が増加したか否かにかかわ りな く,




を出している勤労者世帯であるという可能性について,検 討してお くべきであろう。 この層
における子弟は 「家計調査年報」の在学者には含 まれていないので,そ の動向次第では 「学
生生活調査」と 「家計調査年報」による推計値のずれを説明す ることができるかも知れない







5.暫定 的 な 結 論
これまで,2つ の調査がむしろ異なる対象を測定しているのではないか(相 当部分は重複
するとしても)とい う観点から,考えられるい くつかの可能性を検討してきた。すべての組
み合わせを尽 くしたわけではないが,可 能性が比較的高いと思われるい くつかの説明は,少
な くとも1980年代に関しては,さ しあた り否定されるように思われる。次の問題は,い ずれ






勤労世帯のシェア(在学率ではない)と 自宅通学率(ス ムーズ化している)を指標 として,
両者の時系列的変化を対比してみ よう。その結果,1970年代後半以後に関する限 り,私立大
































































































































































































































































































































































































































































































































この場合,こ の変化が現実に生じた とすれば,「 家計調査年報」の結果に何 らかの影響を














































































































































































筆者が,少 な くとも年間収入に関しては,「 家計調査年報」の方が 「現実」に近いと考え
る理由は,6か 月にわたって現金収入または現金支出その他を家計簿に記入するのと並行し




















1)例えば,潮 木守一 「教育費負担と機会均等 高等教育を中心 として 」,「経済評論」,1976年
5月号。尾形憲 「教育経済論序説」(東洋経済新報社,1978年)。拙稿 「教育水準 と教育機会」(市





















ratesbyfamilyincomequintilegroups,basedontheMinistryofEducation'sσ 痂 σ ∫吻
απ4CθZZ{呈g8&認8彫L加5御 γτ6ッ5.Theotheristocomparetheestimateswiththose
based.ontheFα 規 級y玩60解6α η4E雀 ρ6η読 魏rθ5κrτ の,5(BureauofStatistics,Of丑ce
ofPlimeMinlster),whichappearedinmypaperonthisBulletinvol.11(1985).























伽4E⑳ θπ4伽rθ5銘 搬 ぴ5.Themostrealistica.s.sumptioロwillbethat,f6rsome
reaso且andother,morestudentshaverecentlycome亡oreporttheirfamilyincome
254
lessintheσπ面 θr5竣yαη6(わZZ喀8&%漉 窺L加 翫 測 砂5.Thebasic.reasonforthis
tentativeconclusionisthattheinformationonthefamilyincomecollectedbythe
Fαフπ堤y」醜ω 〃κ αη4E彫)8η4吻rθ 翻r聖y5seemstobemorereliable..Ihavealready
referredtoseveraldif〔erencesofthesurマeymethodsandproceduresilltheEnglish
summaryofmypaperonthisBulletinvol.11(1985).
